


テーマ：持続可能性のあるコミュニティを構築するために
　　　　収益化による安定的運営基盤を作る

１、テーマ選定理由

　LGBTIQ コミュニティ、そして性暴力サバイバーを取り巻く環境には様々な差別や偏見がある。

　そうした中で当事者が力を付け、自ら社会変革や、自らや周囲の仲間の生きやすさに繋げる活動を持続的に行うには大

変な困難を伴い、時間を必要ともする。その困難の中で継続性をもって次世代の活動を続ける為に多くの場合、医療や保

険制度の中で公的予算が必要となる。ただ「当事者団体」として生き抜くためには、ボランティアベースでの活動が必須

となってしまい、安定した運営に繋がりにくい。

　結果として成果を早急に出すことを期待し、長期的な課題として考えるべき人材育成に関して、短期的観点からのみ考

え結果を急ぎ、「失敗した」という認識で終わってしまう状態が続いていた。

　これまで運営を経営ベースで試算してきておらず、コスト感覚や予算規模拡大等に十分な意識を持ってこなかった。長

期的課題に取り組むためには、まず安定的運営に向けた取り組みが必要だという基本にかえり、今回のテーマを選定した。

今年度全予算割合 予算割合（助成金外） 労働時間割合（月平均256H）

２、現状把握

・コアスタッフの労働時間平均が 256H ／月、各々の他所での労働を含めると 300H/ 月程（移動含まず）

・全体の収益の中で店舗運営は９％（図１）に対し、全体の労働時間の 76%（図３）を使用

・人材育成の要であるプログラム構築や自主講座に関する時間がほぼ取れていない

・活動に対する周知のための時間がほぼとれていない

３、目標
収益事業の内、店舗と補助金以外の項目の収益率をあげる為、

労働時間割合の店舗運営時間の割合を減らし、他項目総合で 30%向上させた上で、労働時間を 10時間減らす。

４、対策立案・実行

・店舗運営のコスト／リスクが高く、継続するために人員／時間共に大幅に使っている
・コスパの良さは外部講師、最も収益が多く見込めるのは自主事業
・寄付の呼びかけを積極的にしている訳ではないが、寄付の割合は比較的高い。伸び率もある。
・自主講座におけるプログラム構築や実践等「人材育成」に直結する事業に手がつけられていない
・利益率及び将来性／意欲の高い事業に手がつけられていない

5、標準化
人材育成を軸とした、持続的なコミュニティを形成

するに辺り、当会における養成プログラムを再構築

し、それに則って全ての事業を実施。

コミュニティは新たな人材確保・育成の重要な場で

あると同時に、みんなの居場所であり、有用な人材

であるか否かのジャッジは本体必要としていない。

一旦コミュニティと人材育成を切り離し「地域」や

「属性」に関わらず団体としての支援等の活動を提

供するという基本に立ち返ることで標準化を推進。

6、所感
「人材育成をしなければ」と、特に青森でのあまり
に他地域に比べ成熟度合いが低い当事者たちと接す
る中で、自分たちの中に焦り、怒り、悲しみ、悔し
さ、様々な感情があった。人権分野に於いての人材
育成は一朝一夕には出来無い。それに対し明確に成
果を出さなければと思って来たが、「サバイバーに
とって生きやすい社会を」という団体のミッション
を置き去りにしていたかもしれない。一から、では
なく、既にあるリソースをより強化することによっ
て、自団体のポテンシャルの高さに気付いた。
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◆店舗運営の縮小。「収益事業」の要ではなく、「コミュニティ」として維持する
◆外部講師のパイを広げることで安定的な依頼のための営業活動をする
◆寄付の増加、外部／自主講座開催の増加による「収益率増加」のための営業活動をする
◆自団体独自のプログラム構築と広報を最優先とする

平均72H低下
（256h→184h）

店舗外割合は20%向上に留まったが、2016年度平均労働時間から28%、月平均72hの労働時間を削減

＜労働時間＞
・店舗営業時間を大幅削減、週末をメインに据えた
・各種広報を始めとする事務、プログラム構築や、
  資材作成に関する業務を増やし、活動について、
  より多くの人に伝えるためツール（SNS発信、
  メディア対応）を活用

平均22万up
（18→40.5）

店舗平均はほぼ変化が無いが、店舗外での収益が８、９月での「準備期間」から飛躍的に向上。2016年度平均から2.3倍、11月では３倍に。

＜収益化＞
 ・店舗営業は時間を減らしても収益自体は変化せず
 ・“LGBTIQAサバイバー対応プログラム”を周知する
  ことで団体の認知度up、講師依頼増加
 ・情報発信、メディア露出を増やし寄付／会員の増加
 ・広報増加でプロジェクト内容が明確になり寄付増加図１ 図2 図3 図4
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（図３と図６の比較において）目標割合を10%下回りはしたが、平均72時間の労働時間減によって、身体／精神的余裕が生まれ、
事務、広報、プログラム作成への意欲が大幅にアップした。

結果、短期間で外部向けに十分自信を持って周知できるプログラムを作成することが出来た。国内において「LGBTIQAレイプサバイバー」に
対応するための人材育成プログラムは日本初のものであり、大きな成果となった。

様々な視点から要因解析を試みたが、「やり方を全て変える」「新しい取り組みを始める」という方向での対策を講じた。
労働のあり方を変えることによって、（図４と図７・８の比較において）明確に収益が上がってきたので、これらを継続したい。


